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当社子会社の当社子会社の当社子会社の当社子会社の神鋼鋼線ステンレス株式会社における神鋼鋼線ステンレス株式会社における神鋼鋼線ステンレス株式会社における神鋼鋼線ステンレス株式会社における JISJISJISJIS 認証の認証の認証の認証の再取得再取得再取得再取得及び、及び、及び、及び、    

神鋼鋼線グループ神鋼鋼線グループ神鋼鋼線グループ神鋼鋼線グループ((((当社及び当社関係会社当社及び当社関係会社当社及び当社関係会社当社及び当社関係会社))))のののの JISJISJISJIS 認証維持について認証維持について認証維持について認証維持について    

 

 

1.1.1.1.神鋼鋼線ステンレス株式会社の神鋼鋼線ステンレス株式会社の神鋼鋼線ステンレス株式会社の神鋼鋼線ステンレス株式会社の JISJISJISJIS 認証の認証の認証の認証の再取得について再取得について再取得について再取得について    

2016 年 6 月 10 日に公表のとおり、当社子会社である神鋼鋼線ステンレス株式会社(本社：大阪府泉佐野市、

社長：小池磨)において JIS 規格に関わる不適合事象が判明し、同社の当該製品(JIS G 4314)の JIS 認証を取

り消されましたが、本日付けで当該製品の JIS 認証を再取得いたしましたので、お知らせいたします。 

神鋼鋼線グループでは、2016 年 7 月 29 日公表の「神鋼鋼線ステンレス㈱における JIS 法違反の対象製品に

関する安全確認結果および原因究明と再発防止策」でご報告のとおり、検査データの自動取り込み化、作業標

準の整備、品質保証機能の独立と牽制力強化等の再発防止策をグループ全体で実施し、品質管理体制の強化に

取り組んでまいりました。これらの取組により品質管理体制を再構築し、この度、JIS の認証機関である日本

検査キューエイ株式会社（JICQA）による認証審査を受審した結果、JIS 認証を再取得いたしました。 

 

製造工場名 適用規格番号 適用規格品目 認証番号 

神鋼鋼線 

ステンレス㈱ 

JIS G 4314 ばね用ステンレス鋼線 QA0507053 

 

2.2.2.2.神鋼鋼線グループの神鋼鋼線グループの神鋼鋼線グループの神鋼鋼線グループの JISJISJISJIS 認証維持について認証維持について認証維持について認証維持について    

2017 年 10 月以降に公表されております株式会社神戸製鋼所（当社への出資比率 30.7%）での不適切行為

を受け、神鋼鋼線グループの製造工場において、それぞれ 2017 年 11 月以降に JICQA による臨時の JIS 認

証維持審査を受審いたしました。本日までに、全ての製造工場での JIS 認証維持の通知を受領いたしまし

たのでお知らせいたします。 

 

■2018 年 1 月 9 日通知受領  

製造工場名 適用規格番号 適用規格品目 認証番号 

神鋼鋼線工業㈱ 

尼崎事業所 

JIS G 3536 PC 鋼線及び PC 鋼より線 QA0508015 

JIS G 3548 亜鉛めっき鋼線 QA0508016 

 



 

■2018 年 1 月 23 日通知受領 

製造工場名 適用規格番号 適用規格品目 認証番号 

神鋼鋼線工業㈱ 

尾上事業所 

JIS G 3525 ワイヤロープ QA0507037 

JIS G 3546 異形線ワイヤロープ QA0507037 

JIS G 3549 構造用ワイヤロープ QA0515003 

JIS G 3550 構造用ステンレス鋼ワイヤロープ QA0515003 

JIS G 3557 一般用ステンレス鋼ワイヤロープ QA0517001 

㈱テザックワイヤ

ロープ 

JIS G 3525 ワイヤロープ QA0507048 

JIS G 3546 異形線ワイヤロープ QA0507048 

神鋼鋼線 

ステンレス㈱ 

JIS G 4309 ステンレス鋼線 QA0507053  

JIS G 4315 冷間圧造用ステンレス鋼線 QA0507053  

TESAC USHA 

WIREROPE CO.，LTD. 

JIS G 3525 ワイヤロープ QATH17001 

 

 

3.3.3.3.今後の見通し今後の見通し今後の見通し今後の見通し    

本件による業績への影響については、程度が明らかになり次第、お知らせいたします。 

 

引き続き、不正を発生させないマネジメント、コンプライアンス教育等を徹底し、品質保証体制の維持及

び更なる向上に努めてまいります。 

 

以上 

 


